（各課様式１）

予算要求資料
令和２年度当初予算　　支出科目　款：教育費　　項：教育総務費　　目：教育指導費
	事業名 新　農業高校東京オリパラ地域資源活用推進事業費


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）

教育委員会事務局　学校支援課　教科教育第一係　電話番号：058-272-1111（内 3547）
E-mail： c17782@pref.gifu.lg.jp
１　事業費　　　　 　　　4,131千円（前年度予算額：　　0 千円）
＜財源内訳＞　
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財　産
収　入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	   0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0

	要求額
	4,131
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	4,131

	決定額
	3,300
	1,578
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	1,722


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
・東京オリンピック・パラリンピック2020大会の開催を契機に、参加国・地域の文化、共生社会、持続可能な社会等、オリンピック・パラリンピックを通じた学び（オリンピック・パラリンピック教育）の普及が求められている。
・大会競技会場周辺で、かつ、観光客等が多く集まる注目度が高い地域における避暑対策は必須であり、人の感じる暑さを緩和するクールエリアを創出するなどの暑さ対策が求められている。
（２）事業内容

東京オリンピック・パラリンピックにおけるグリーンカーテン＆瓢箪イルミネーションの設置事業
・農業に関する各科目で学習した知識と技術を深化・総合化し、地域資源を活用できる実践学習として、グリーンカーテン（パッションフルーツ）＆瓢箪イルミネーションをオリンピック・パラリンピック会場に設置する。

・ふるさと岐阜が持つ特色や地域資源として「養老の瓢箪」をテーマにした地域創生に向けた課題解決型の研究活動に取り組み、岐阜への誇りと愛着を持ち、世界に視野を広げて活躍できる地域社会人を育成する。
・オリンピック・パラリンピック会場での避暑対策の取組により、来場者に世界規模で環境問題等の課題解決学習に取り組む高校生の姿や、瓢箪を使って養老、岐阜、日本の文化に触れていただきながら「おもてなし」の心で歓迎し、東京オリンピック・パラリンピックを盛り上げ、応援するとともに、岐阜へのインバウンドを呼び込む。
（３）県負担・補助率の考え方

・東京オリンピック・パラリンピック2020大会の開催に合わせて、岐阜の魅力や地域資源の情報発信による本県の振興、環境問題に配慮した避暑対策による社会貢献、直面する課題に向き合い、地域振興や社会貢献に主体的、協働的に取り組める力を持った、次代の優れた地域産業人を育成するため、県費負担は不可欠である。
（４）類似事業の有無
・無
３　事業費の積算内訳
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	報償費
	45
	社会人講師

	旅費
	386
	社会人講師派遣旅費、引率者旅費

	使用料
	650
	バス借上げ

	消耗品費
	3,050
	瓢箪栽培、パッションフルーツ栽培、イルミネーション加工

	合計
	4,131
	


	　決定額の考え方　

　事業内容を精査し、所要額を計上します
　財源については、地方創生推進交付金を充当します


４　参考事項
（１）各種計画での位置づけ

・第３次岐阜県教育ビジョン
基本方針1  ぎふへの愛着をもち、世界に視野を広げ活躍する人材の育成
目標１「ふるさと岐阜」を学ぶふるさと教育の充実
（２）国・他県の状況

　　　・国は大会避暑対策を進めるとともに、大会開催を契機に、オリンピック・パラリンピックを通じた学び（オリ・パラ教育）の普及を推進している。
事業評価調書（県単独補助金除く）
	■  新規要求事業　

	□  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか
東京オリンピック・パラリンピック2020大会の開催に合わせて、本県の魅力や地域資源について情報発信することによる本県の振興、環境問題に配慮した避暑対策による社会貢献、直面する課題に向き合い、地域振興や社会貢献に主体的、協働的に取り組める力を持った、次代の優れた地域産業人を育成する。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業
開始前
	指標の推移
	現在値

(前々年度末時点)
	目　標
	達成率

	
	（H  ）
	（H  ）
	（H  ）
	（H  ）
	（H  ）
	％


	
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	％



○指標を設定することができない場合の理由
	単年度のオリンピック・パラリンピック大会の開催に対する事業であり、指標の設定にはなじまない。


（前年度の取組）

	・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）




（前年度の成果）

	・前年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果

　

	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）
　○：必要性が高い　　△：必要性が低い

	(評価)

○

	大会開催を契機に、参加国・地域の文化、共生社会、持続可能な社会等、オリンピック・パラリンピックを通じた学び（オリンピック・パラリンピック教育）の普及が求められている。また、大会競技会場周辺で、かつ、観光客等が多く集まる注目度が高い地域における避暑対策は必須であり、人の感じる暑さを緩和するクールエリアを創出するなどの暑さ対策が求められているところであるため、県が主体となって本事業を実施し、対策を講じる必要があるとともに、岐阜の魅力のＰＲに努める。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）
　○：概ね期待どおりまたはそれ以上の成果が得られている

　△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）


	

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）
　○：効率化は図られている　　△：向上の余地がある

	(評価)


	


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
・単年度事業として実施


（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか

単年度のオリンピック・パラリンピック大会の開催に対する事業であり、単年度事業として実施の予定である。大会終了後もその成果を評価、検証するとともに、岐阜が持つ特色や地域資源を活用した課題解決型の研究活動を継続し、地域産業人の育成に資する。


（他事業と組み合わせて実施する場合の事業効果）
	組み合わせ予定のイベント又は事業名及び所管課
	【○○課】

	組み合わせて実施する理由や期待する効果　など
	


